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１．協議会主旨
中部地方において、南海トラフ地震や内陸直下型地震等の地震災害を起因とした大規模断水時には、給水車が不
足することが想定されている。そのため給水車に依存せず現実的な応急給水確保対策のとりまとめを行う。

２．協議会委員
国土交通省中部地方整備局河川部長【会長】
長野県環境部長、岐阜県健康福祉部長、静岡県くらし・環境部理事（水資源担当）、愛知県生活衛生部長、愛知県建設局技監、
三重県環境共生局長
名古屋市上下水道局長、岐阜市上下水道事業部長、静岡市上下水道局長、豊橋市上下水道局長、津市上下水道管理局長

○オブザーバー
（一社）中部経済連合会 産業基盤強化推進部長

○事務局
中部地方整備局水道整備・管理行政移管準備室

３．アウトプット
検討に際しては、南海トラフ地震が発生した場合を想定して、大都市水道局大規模災害対策検討会によりとりまとめ
られた「南海トラフ巨大地震対策《全国の水道事業体に向けた提言》（R2年1月）」などを参考に、以下のような当該地
域に必要な具体的な応急対応の手法について、地域のニーズ及び地勢、人口・土地利用などの社会的状況を踏まえ
て議論し、必要な施策をとりまとめる。
○避難所、医療機関等の断水した場合の影響が大きい施設での応急給水確保対策（緊急災害対策用井戸、災害時
用給水栓、耐震性貯水槽など整備）
○民間との連携による応急給水確保対策（災害時協力井戸、民間タンクローリー（飲料水メーカー他）などの協力体
制）
○管内の先進的な断水対策取組み事例の情報共有
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南海トラフ巨大地震対策《全国の水道事業体に向けた提言》
～給水車の大量不足と迅速に救援体制を構築するための対策と事例～
（令和２年１月（令和５年６月改訂） 大都市水道局大規模災害対策検討会）
https://www.waterworks.metro.tokyo.lg.jp/suidojigyo/kentokai/kinkyu_teigen/

〇目的
南海トラフ巨大地震および首都直下地震時に想定される以下の課題などについて、
政令市水道部局が検討し、全国水道事業体に向けた提言
①給水車の大量不足
②多くの水道事業体が被災する中での救援体制構築の遅れ

＜提言（抜粋）＞
〇南海トラフ時の給水車要請ルールの新設
発災３日間は、原則、
・人命に関わる施設（病院・人工透析施設等）に限定
・給水車は運搬のみで据え置き給水は実施しないなど
〇給水車不足台数の算定
・医療機関必要台数1,192台≒全国保有1,200台
（東海地方被害大のケース、R5.1東京都試算）
〇民間タンクローリーの活用
・道路清掃、酒造、牛乳関係
〇給水車の作業ロスの低減
・据え置き給水をしないよう、仮設水槽等の活用
〇給水車の代替
・貨物車＋タンク＋エンジンポンプ等の活用
〇給水車を使用しない応急給水場所の整備
・災害時用給水栓、災害用井戸や貯水タンクの整備
など
〇地方支部長または県支部長の代行決定
・参考事例として、中部地方支部長名古屋市の代理
は新潟市

中部圏大規模断水対策協議会
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（議事次第）
・主旨説明
・能登半島地震における水道関係災害対応状況説明
・「南海トラフ巨大地震対策《全国の水道事業体に向けた提言》」概要説明
・当該地域における取組状況と課題（意見交換）
・今後の検討スケジュール

中部圏大規模断水対策協議会
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スケジュール案

【R6.2.16･19】準備会開催（各機関課長クラス）

【R6.3.19】第1回協議会 開催

【R6.5～6月】第2回協議会_開催

【R6年内（目処）】第3回協議会_開催

【R6.1月】事務局説明（各機関担当者宛）

中間とりまとめ（案）

最終とりまとめ
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■名古屋市_災害応急用協力井戸募集 ■東レ(株)岡崎工場_災害対策用給水装置

■(株)中村組（浜松市）_災害時給水システム

本社敷地内の2箇所の湧水は災害断水時に地域住民用にも活用可能

くみ上げポンプ 浄水装置（1.8㎥/h） 非常用ディーゼル発電機 災害訓練時の地元自治会説明

外寸：W600×L1260×H720
重量：160kg（空重量）

各地域における断水対策事例
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